
事 務 連 絡 

令 和 ５ 年 ４ 月 ７ 日 

各都道府県 水防担当課長 殿 

各都道府県 砂防担当課長 殿 

国土交通省水管理・国土保全局 

河川環境課水防企画室 課長補佐 

砂防部砂防計画課地震・火山砂防室 企画専門官 

要配慮者利用施設における避難確保計画の作成支援資料の周知 

及び訓練実施の促進について 

要配慮者利用施設において、大雨の際に円滑かつ迅速に避難を行うため、水防法及び土砂

災害防止法では、市町村の地域防災計画に定められた要配慮者利用施設に対し、避難確保計

画の作成、訓練の実施及びそれらを市町村長に報告することが義務付けられています。

今般、要配慮者利用施設の避難確保計画の作成及び訓練実施を促進するため、下記の通り

避難確保計画の作成や訓練について分かりやすくポイントをまとめたリーフレット及び動

画を作成したほか、施設における訓練の実施にあたっての留意事項を取りまとめましたので、

貴管内市町村に周知し、施設管理者等の適切な対応を促すようお願いします。 

記 

１．リーフレット及び動画の作成について 

 国土交通省の「避難確保計画の作成・活用の手引き」の内容を簡潔にまとめた、以下のリ

ーフレット及び動画を作成しましたので、施設管理者等の避難確保計画作成や訓練実施の促

進にご活用いただきますようお願いします。 

① リーフレット「避難確保計画の作成・活用について」

要配慮者利用施設の管理者等向けに、避難確保計画及び訓練の必要性や具体的内容に

ついて理解してもらうことを目的としたリーフレットです。 

国土交通省の「避難確保計画の作成・活用の手引き」の内容を踏まえ、避難確保計画

に定めるべき項目や、それを定める際の留意点等を簡潔にまとめているほか、訓練の種

類や実施方法について掲載しています。 

② リーフレット「水防法・土砂災害防止法が改正されました」

令和３年の水防法、土砂災害防止法の改正内容について解説するとともに、それらに

定められた以下の内容について説明しています。 
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・要配慮者利用施設における避難確保計画の作成

・避難訓練の実施・防災教育の実施

・市町村による助言・勧告について

「都道府県・市町村職員向け」、「施設の所有者・管理者向け」の２種類があります。 

③ 動画「要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・確認のポイント」【別紙】

避難確保計画を作成する要配慮者利用施設の管理者等及びその計画を確認し助言等

を行う市町村職員向けに、避難の実効性を確保する上で注意すべきポイントについて理

解を深め、計画の充実・改善を図っていただくことを目的とした学習用動画です。 

この動画では、国土交通省の「避難確保計画の作成・活用の手引き」、「計画様式」や

「チェックリスト」に沿って、避難確保計画に定めるべき項目ごとの留意点について分

かりやすく解説しています。 

URL：https://youtu.be/Va4O0F33ucs【国土交通省 YouTube】 

２．訓練の実施について 

 市町村の地域防災計画に定められた要配慮者利用施設が、訓練を実施しその結果を市町村

に報告することは水防法及び土砂災害防止法に基づく義務であり、原則として年 1 回以上

実施するよう通知しているところ、今般、新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づ

けが５類感染症に見直される予定であることも踏まえ、あらためて施設管理者等に対し適切

な実施を促していただくようお願いします。 

 なお、訓練の実施方法については、立退き避難や屋内安全確保を実際に行う実地訓練のほ

かに、施設職員による情報収集や情報伝達等の訓練、地図等を活用して避難路の検討を行う

等の図上訓練などがあり、施設利用者の負担等を考慮して、訓練方法や参加人数を工夫する

ことも可能であるとして、上記リーフレットにおいてもその旨記載していますので申し添え

ます。 

【問合せ先】

国土交通省水管理・国土保全局

河川環境課水防企画室 課長補佐 深町（内線 35439） 
津波水防係長 古橋（内線 35457） 

TEL：03-5253-8111（代表） FAX：03-5253-1603 
砂防部砂防計画課地震・火山砂防室 企画専門官 竹島（内線 36152） 

地震対策係長 鈴木（内線 36154） 
TEL：03-5253-8111（代表） FAX：03-5253-1610 

国土交通省ウェブサイト「要配慮者利用施設の浸水対策」

https://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/jouhou/jieisuibou/bousai-
gensai-suibou02.html 
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急傾斜地

要配慮者利用施設

～要配慮者利用施設における円滑かつ迅速な避難のために～

※ 土砂災害防止法の正式名称：土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律

『水防法』及び『土砂災害防止法』の改正により、要配慮者利用施設の避難の実効性
確保のため、避難訓練の報告が義務づけられるとともに、避難確保計画や避難訓練に
対して市町村長が助言・勧告できる制度が創設されました。（令和３年７月16日改正法施行）

都道府県・市町村の担当者の皆さまへ

要配慮者利用施設 社会福祉施設、学校、医療施設その他の主と
して防災上の配慮を要する者が利用する施設

≫ 市町村は、要配慮者利用施設を新たに市町村地域防災計画に位置付ける際に、
施設管理者等に対して水害や土砂災害の危険性を説明し、避難確保計画の作成
を促しましょう。（既に「非常災害対策計画」や「消防計画」、「学校の危機
管理マニュアル」などで、災害に対処する具体的な計画を定めている場合には、
既存の計画に避難確保計画に定める項目を加えることでも対応できます。）

【市町村】市町村地域防災計画の作成

≫ 避難確保計画の作成について、各施設を担当する関係部局と防災部局等が連携し
て積極的に支援を行うことが重要です。

例
え
ば

これら施設の名称及び所在地
➢ 地域全体の警戒避難体制の充実を図るためにも、都道府
県はこれら区域の指定、市町村は地域防災計画への位置付け
について、確実に進めていくことが重要です。

● 「避難確保計画」とは、水害や土砂災害が発生するおそれがあるときに、利用
者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な防災体制や訓練などに関す
る事項を定めた計画です。

1 避難確保計画作成の支援 ※「避難確保計画の作成・活用の手引き」について
は、国土交通省のホームページに掲載しています。

【浸水想定区域】

【土砂災害警戒区域】

浸水想定区域

氾濫

要配慮者利用施設の避難の実効性を確保するためのポイント

①避難確保計画の作成

②避難訓練の実施に加えて、市町村長への報告の義務化

③避難確保計画・避難訓練に対する市町村長の助言・勧告の制度化

〔社会福祉施設〕
・老人福祉施設
・有料老人ホーム
・認知症対応型老人共同生活援助事業の用に
供する施設

・身体障害者社会参加支援施設
・障害者支援施設
・地域活動支援センター
・福祉ホーム
・障害福祉サービス事業の用に供する施設
・保護施設
・児童福祉施設
・障害児通所支援事業の用に供する施設
・児童自立生活援助事業の用に供する施設
・放課後児童健全育成事業の用に供する施設
・子育て短期支援事業の用に供する施設
・一時預かり事業の用に供する施設
・児童相談所
・母子・父子福祉施設
・母子健康包括支援センター 等

〔学校〕
・幼稚園
・小学校
・中学校
・義務教育学校
・高等学校
・中等教育学校
・特別支援学校
・高等専門学校
・専修学校（高等課程
を置くもの） 等

〔医療施設〕
・病院
・診療所
・助産所 等

【改正事項】

令和３年
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● 施設管理者等は、避難確保計画を作成・変更したときは、遅滞なく、その計画を
市町村長へ報告する必要があります。

● 施設管理者等から避難確保計画の報告があったときは、国土交通省のチェックリ
スト※等を参考に、市町村等の関係部局が連携して内容を確認し、必要に応じて
助言・勧告を行います。

≫ 避難確保計画が実効性あるものとするためには、施設管理者等が主体的に作
成することが重要であることから、市町村長が指示・公表を行う際には、施
設管理者等に対して避難確保計画の必要性について丁寧な説明を行うことが
望まれます。

● 市町村長は、避難確保計画の作成を促進するため、避難確保計画を作成してい
ない施設管理者等に対して、期限を定めて作成することを求めるなどの指示を
行い、正当な理由がなくその指示に従わなかったときは、その旨を公表するこ
とができることとなっています。

２ 避難訓練実施の支援

● 施設管理者等は、原則として年１回以上避難訓練を実施し、市町村長に結果を報
告することが義務づけられています。

● 避難訓練は、立ち退き避難や屋内安全確保を行う訓練のほかに、図面上でシミュ
レーションを行う訓練などがあります。

● 避難訓練結果を踏まえて、避難確保計画を見直すことが重要です。

問い合わせ
等

TEL：03-5253-8111（代表）

水防法関係 河川環境課水防企画室 土砂災害防止法関係 砂防部砂防計画課

国土交通省 水管理・国土保全局

避難確保計画への助言・勧告

市町村長による指示及び公表

避難訓練報告への助言・勧告

● 施設管理者等から避難訓練の報告があったときは、避難訓練の内容やそれに伴
う避難確保計画の見直しについて、国土交通省のチェックリスト※等を参考に、
市町村等の関係部局が連携して内容を確認し、必要に応じて助言・勧告を行い
ます。

国土交通省ホームページ

https://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/jouhou/
jieisuibou/bousai-gensai-suibou02.html

3 助言・勧告 ※チェックリストは、国土交通省のホーム
ページに掲載しています。

（令和５年３月）

要配慮者利用施設でのより一層の避難の実効性確保に向け、関係部局が連携し
て支援することが重要です！

要配慮者利用施設の浸水対策
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